



































                                                  
※本稿の作成にあたり、大蔵省史料の所在状況を、伊藤正直先生（東京大学）にご教示い
ただいた。このほか 2005 年 6 月 17 日の地方金融史研究会月例研究会で報告の機会を与え
られ、石井寛治、伊藤正直両先生をはじめとする諸先生方に有益な御教示をいただいた。
諸先生方のご配慮とご教示に厚く御礼を申し上げる次第である。 なお、 本稿は、 2002～2004
年度文部科学省科学研究費補助金（若手研究 B） 、一橋大学大学院商学研究科 21 世紀 COE
プログラム『知識・企業・イノベーションのダイナミズム』 （2004～2006 年度）助成資金
による研究成果の一部である。 
1  大蔵省財政史室編（犬田氏執筆） 『昭和財政史  終戦から講和まで』第 15 巻、東洋経済新
報社、1976 年。 
2  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、通商産業省・通商産業政策史編纂委員
会編『通商産業政策史』第 4 巻、通商産業調査会、1990 年、262～368 頁、所収。なお、
同「解題『経済計画』編」 、 『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 7 巻、1994 年、および
浅井良夫「解題『貿易・為替・外資』編」 、同第 24 巻、1995 年でも、本稿の課題に関わる
検討はない。 
3  このほか関連する研究として、浅井良夫「ドッジ・ラインの歴史的意義」 、同著『戦後改
革と民主主義』 、吉川弘文館、2000 年、161～198 頁、所収があるが、同論文は対外均衡に
伴う内国経済の均衡の進展という平板な議論をしているに過ぎない。また、この点は伊木
誠「単一為替レート設定の影響分析」 、 『国学院経済学』第 21 巻 4 号、1973 年 7 月、所収、
35～76 頁でも検討されていない。 
4  小湊「第 5 次計画造船と船舶輸出をめぐる占領政策」 、 『土地制度史学』第 169 号、2000


















  ここでは管理貿易再開（1946 年 4 月）以前の、占領開始直後の占領軍側・日本側の為替
レート設定を巡る認識の相違について概観する。 
  占領軍側は占領開始直後の 1945 年 8 月 22 日付けで「降伏後における米国の初期対日方
針」 （SWINCC-150／3）7を発表した。これは占領軍側の為替レート政策方針を示した最初
                                                  
5  日本銀行『日本銀行百年史』第 5 巻、同行、1985 年、219～233・247～262 頁でも、単
一為替レートの設定過程が検討されているが、日本銀行の同問題へのスタンスが示されて
いる点を除けば、本稿での検討課題は未検討である。また、山口健次郎『360 円単一為替レ
ート設定過程について―SCAP資料の分析を中心として』 、IMES Discussion Paper Series 
96-J-4 はアメリカ側の単一為替レート設定を巡る議論を整理しているが、本稿の課題は未
検討である。 
6  柴田善雅「見返資金」 、大蔵省財政史室編『昭和財政史  終戦から講和まで』第 13 巻、
1983 年、917～1086 頁、所収。浅井「対日援助と経済復興」 、同『戦後改革と民主主義』 、
199～228 頁も同様である。ただし、 『日本銀行百年史』第 5 巻、119～135 頁では、貿易金
融政策について検討されているが、貿易金融機構の特徴やそれが包含する効率性・非効率
性、そして、単一為替レート設定に伴うそれらの歴史的変化といった点は看過している。 

















替政策を中心に見たSWINCC150／3 の内容であるが、その後9、9 月 12 日に「B号円表示
軍票の早期法貨指定、米国通貨及びその他の外国通貨の使用禁止に関する日本政府あて覚
書」 （SCAPIN‐21） 、同 22 日に「金、銀、有価証券及び金融上の諸証書の輸出入統制方に
関する日本政府あて覚書」 （SCAPIN-44）ならびに「金融取引の統制方に関する日本政府あ
て覚書」 （SCAPIN‐45）が日本政府に提示され、占領軍の許可なしでは一切の対外金融取
引ができないことにされた。さらに10、9 月 30 日の「植民地および外地銀行ならびに戦時





                                                  
8  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、262 頁。 
9  以下の文書は『日本金融史資料』昭和続編第 25 巻、38～42 頁に収録。 











策委員会」 （1945 年 8 月 28 日設置）へ提出された各委員からの意見を中心に再検討し、こ
れまで未検討であったその特徴を明確化したい。 
  これに関しては新木栄吉（日銀副総裁） 、小笠原三九郎（元大蔵省政務次官） 、野田哲造
（住友銀行副社長）の各委員から意見が提出され、中山伊知郎委員（東京商大教授）から













                                                  
11  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、262～263 頁。 
12  以下、各委員の意見は大蔵省財政史室編『終戦直後の財政・通貨・物価対策』 、霞出版、
1985 年、75～82 頁。 
 5れら地域からの資金流入が国内インフレを助長するという見地から議論がされていた。ま
た、8 月 23 日大蔵省外資局作成の「為替換算率に関する考え方」でも同様の方針が示され























                                                  
13  以下、貿易方法に関する交渉方針も含めて、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの
設定」 、262～263 頁。 
14  以下、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、265 頁。 
15  以下、次項の議論も含めて、貿易制度・貿易金融に関しては、特に断らない限り、日本
銀行調査局「終戦後に於ける貿易とその金融」 、1948 年 1 月、 『日本金融史資料』昭和続編
第 13 巻、所収、187～215 頁。 






























 7が整えられた。さらに、史料の制約上、貿易公団発足直前の 47 年 6 月末時点での、貿易手
形の銀行別割引状況を見ると、A 銀行（東京銀行と判断される）が全体の 63.5％を占め、

















なった、貿易公団成立後にも見出すことができ、47 年 7 月から 10 月の累計額 6428 百万円

















  ③の問題であるが、インフレ行進を背景に市場金利が上昇する中で、市中割引協定利率 1
銭 4 厘では採算困難となり、それゆえ市中金融機関は「積極的融資を渋る様になった」 。そ
の後、割引利率引上げが実施されたものの、市中金利より低位な状況は続いていた。さら
に、 前述のように貿易公団への制度変更後、 単名手形の流通が認められたが、 その結果、 「信
用度の区々な業者に対し一律の金利を適用するを不便とすると云ふ事情」が生じた。これ











  このような状況の中で、占領側が外国為替再開を検討しはじめるのは、1947 年 5 月以降
のことであった17。既に指摘されているように、ESS側は為替レートの早急な設定は輸出減
退、 日本政府所有外貨の消尽、 為替投機をもたらすことを理由にこれを不可能とした上で、
                                                  
16  以下の円収支赤字の実態と借入先は、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」
266～267 頁。なお、同論文では、日本銀行調査局「貿易資金の動向に就いて」 、 『日本金融
史資料』昭和続編第 13 巻、所収という別の史料に依拠して、円収支赤字の要因に言及して
いるが、貿易資金赤字の発生要因については、具体的に踏み込んだ検討はしていない。 
17  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、276～281 頁。 
 9これらを回避するために日本経済、とりわけインフレの沈静化、国内価格の海外価格への
鞘当、国際収支の均衡の必要性を指摘したものの、数ヶ月以内でのこれらの実現は不可能






















                                                  
18 A Foreign exchange rate for Japan from W. F. Marquat to Chief of Staff SCAP June 25, 
1947,  『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、584～587 頁。 
19 Restoration of Private Trade with Japan, Report by the State-War-Navy Coordinatin- 
g subcommittee for Far East July 16, 1947『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、
587～588 頁。 
20  その内容は伊藤「外貨・為替管理」 、283～286 頁；SCAP Establishment of Occupied 
Japan revolving fund Aug. 15, 1947  『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、588～
589 頁。 
 10いたのであろうか。この点について、1946 年 12 月に経済安定本部内に、貿易庁総務局、
























部の「貿易の再開に関する対策」 （1947 年 5 月 17 日）では「昭和五－九年の生産及び貿易
の実績を調査し、当時の国民一人当たり生活水準を確定しかかる水準を保障するに必要な
                                                  
21  総合研究開発機構・戦後経済政策資料研究会編『経済安定本部  戦後経済政策資料』第
24 巻、所収、11～16 頁。 







必要性が唱えられていた。これらの品目の多くは、48 年 9 月時点での商品別為替レートの
中でも 1＄＝300 円以下から 460 円以下のレート帯に入る25、 中位のレート帯より上にあた
る、比較的競争力のある製品が殆どあった。この点を踏まえた時、現状における競争力水
準を前提にして、輸出促進対象製品を選択したと見てよかろう。 
さらに、輸出入回転基金の設置後になると、 「加工貿易制度の確立要綱案」 （1947 年 9 月
















                                                  
23  以下、特に断らない限り、経済安定本部「輸出振興対策要領案」 、 『経済安定本部  戦後
経済政策資料』第 24 巻、405～427 頁。 
24  なお、経済安定本部「長期輸出計画第一次試案作成要領」 、1947 年 7 月 11 日、 「輸出計
画品目」でもほぼ同様な製品名が挙げられている（ 『経済安定本部  戦後経済政策資料』第
24 巻、540 頁） 。 
25  経済安定本部 「K作業に準ずる簡単な試算」 、 1948 年 9 月 3 日、 表 1 （ 『経済安定本部  戦
後経済政策資料』第 26 巻、20～21 頁） 。なお、同表では、これ以外に、1＄＝461～820 円
のレート帯を 12 区分の上で表示している。 








  以上の基本方針を踏まえて27、8 月 26 日になると総司令部の指示に基づき「円為替委員
会」が設置され、日本側と密接な連絡をとりつつ為替レート設定を巡る交渉がされ、為替
要因設定を通じた複数為替レート設定を軸に議論が交わされた。最終的には 1948 年 1 月
14 日の「円為替レートに関するESS報告」で占領軍側の主張する基準レートとしての一般









りわけ実質複数為替レート制が進行した 1948 年度上期に差引収支赤字が膨張している。 史
料には「我国経済が国際経済へ接触する面が漸次拡がるにつれ、貿易資金に依る受払いも
亦その幅を増して来た」 とあるが、 47 年 12 月から輸出代金決済機能の一部を民間銀行が担
うようになったとはいえ30、制限付民間貿易開始以後も、基本的な資金決済にかかわる貿易
制度が前述した貿易庁―貿易公団を通じたそれである以上、貿易拡大は貿易資金の増大を
                                                  
27  以下での経緯の詳細は、 伊藤 「外資・為替管理と単一為替レートの設定」 、291～301 頁。 
28  以下での検討史料は、特に断らない限り、日本銀行調査局「貿易資金の収支状況に就い
て」 、 『日本金融史資料』昭和続編第 13 巻、所収、425～431 頁。 
29  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、313～318 頁。 
30  日本銀行国庫局「戦後の貿易方式及び貿易会計について」 、1950 年 1 月 6 日、 『日本金融
史資料』昭和続編第 13 巻、433 頁。 
 13意味するのは当然である。 





輸出品の円ドル比率が 1＄＝300 円以上のものが「大部分」であるのに対して、輸入品は 1
＄＝100～150 円程度に設定されていた。その結果としての為替差損の存在が、貿易資金赤
字拡大の要因になった。 史料の制約上、 47年度末時点の日銀推計によれば、 その額は152,903









のまま滞貨となったために、貿易公団向けの貸付金が増大し 48 年 10 月末迄に新規貸付金
額は 48,996 百万円にも達していたが、そのうち償還額は 12,301 百万円に過ぎず、 「大部分
が借換を続けている現状」であり、合計残高は 36,694 百万円にのぼった。47 年度末時点の
推計残高が 18,518 百万円であるから、実質複数為替レート下の増大ぶりが看取できよう。
これらの問題は、大部分は単一為替レートの未決定、および「国営貿易方式」31―特に前者
―に起因するものであったが、輸出入額（ドル建）が 46 年計で 129.4 百万ドル・305.6 百
万ドル、47 年計で 172.6 百万ドル・526.1 百万ドル、48 年上期計で 77.4 百万ドル・348.9
百万ドルと32、 実質的複数為替レート下で貿易が伸張する中では貿易資金赤字をより一層激
化させる要因になったと言えよう。 
                                                  
31  ただし、1948 年 8 月以降、輸出に関しては海外バイヤーと国内業者との直接取引が認め
られ、 「政府輸出は一部商品」に限定された（日本銀行国庫局「戦後の貿易方式及び貿易会
計について」 、433 頁） 。 
32  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、第 5‐3‐9 表（306 頁） 。 
 14  この結果、 貿易資金は借入金依存を深化させ、 47 年 9 月末時点で全額日銀借入により 110
億円にも達していたが、これでも増大する貿易資金赤字を賄えず 48 年 6 月には法定借入限















(1)Young Report からドッジ・ラインへ―占領側の政策動向 
  上述のような単一為替レート設定を巡る膠着状態は、1948 年 5 月 20 日のラルフ・A・ヤ







能で、high cost industriesを合理化へ誘導するレートとして、1＄＝270～330 円というレ
                                                  
33  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」310 頁。 
34  同報告は、Report of the special Mission on Yen Foreign Exchange Policy June 12, 19- 
48、 『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、597～600 頁に英文要旨が、 『日本金融史
資料』昭和続編第 25 巻、665～697 頁に全文が掲載されている。 





















軍側もこのような戦略に従う姿勢を示した。このような政策内容は 10 月 7 日付けのアメリ
                                                  
35  以下での議論も含めて、 NAC Minutes on International Monetary and Financial Probr- 
obrems Draft of the Minutes June 28, 1948、 『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、
604～607 頁。 
36 Report of the special Mission on Yen Foreign Exchange Policy、 『日本金融史資料』昭和
続編第 25 巻、678 頁。また、下記の貿易手続の簡素化は、676 頁。 
37  以下、ロイヤル陸軍省長官の指令等も含めて、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レート
の設定」 、330 頁。 
38  もっとも、財閥解体政策の立案に携わったハドレーによれば、納税者負担の軽減は名目
に過ぎず、 冷戦激化に伴う日本の共産主義への防波堤化が本質的理由であったという （E. M. 
Hadley with P. H. Kuwayama Memoir of a Trustbuster 2003 Univ. of Hawai Press.  邦訳
『財閥解体  GHQエコノミストの回想』 、東洋経済新報社、2004 年、182～184 頁） 。 




援助負担を削減することにあり、1948 年 10 月以降になると早期の単一為替レート設定に




さらに、 1949 年 1 月になると 「為替レートに関するコメント」 39という文書が作成され、
ESS内部でも具体的な為替レート設定作業が開始される。 この時期には既にドッジによる経
















                                                  
39  以下、 特に断らない限り、 Comments on the Exchange Rate Paper of January 11th, 1949 
  Memorandum by Seimour J. Janow, Foreign Trade and Commerce Div. ESS, SCAP 『昭
和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、613～617 頁。 


















１＄＝330 円レートの 4 月 1 日付け実施がワシントンに提案された。しかしながら、米国
国家諮問委員会では43、これを拒絶し 1＄＝360 円レートの設定を決定した。注目すべきは
その理由である。 そこでは 「提案されているレート （1＄＝330 円―引用者） は過大であり、
これではSCAPの貿易目標の実現に事後的な修正が必要にな」 り、 1950 年度の日本の経済・
財政計画の成功も疑わしいことが指摘され、それゆえ 1＄＝330 円レートより 10％切り下
げるべきであるとされた。前述のように、米国の対極東戦略に従いSCAP側は鉄鋼など重化
学工業を基軸とする日本経済の復興を考えていたが、1＄＝330 円レートではこれに支障が
出ることを主たる根拠のひとつに、 重工業の交易にとって望ましいとされる 1＄＝360 円レ
                                                  
41 Application of Exchange Rate Proposals Memorandum(Draft) by W. F. Marquat, Chi- 
ef, ESS Feb. 19, 1949、 『昭和財政史  終戦から講和まで』第 20 巻、617～621 頁。 
42  例えば、小湊「第 5 次計画造船と船舶輸出をめぐる占領政策」での造船業向け融資の分
析を参照。 
43 Proposed Single Rate For Japanese Yen and Related Measures Memorandum from 
National Advisory Council Staff Committee March 25, 1949.  『昭和財政史  終戦から講












の間で意見が分かれたこと、単一為替レートの設定水準を巡り 220～240 円ないし 350 円




  まず、商工省案から検討する48。上述のように同省は 350～400 円レートを主張していた
が、本レートの算定にあたり 1＄＝300 円と 350 円の場合を想定して、 「単一為替レート設
定の輸出産業に及ぼす影響の調査について」 （総務局、49 年 1 月 24 日付け）という史料を
作成している。同史料によれば、鋼材輸出に関しては大幅な合理化がない場合でも総生産
                                                  
44  この点を踏まえた時、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、344～345 頁が
主張する 1＄＝330 円レートから 360 円レートへの変更がNACによる「ポンド危機を見越
した」ことにあるとの議論は、少なくとも直接の説明にはならないと思われる。 
45  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、345 頁；Dodge’s Telegram on foreign 
Exchange Rate by J. M. Dodge, Financial Advisor, SCAP 30 March, 1949.  『昭和財政史 
終戦から講和まで』第 20 巻、625～626 頁。 







48  以下、 『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 25 巻、81～88 頁。 









4 要因の組み合わせで試算されたが、いずれのケースでも 350 円レートの方が 300 円レー
トに比べて大幅に下回る結果が提出された（表 3） 。商工省は「経済九原則及び単一レート
の設定に関する意見」 （49 年 1 月 20 日）の中で49、輸出補助金の影響の短期性とその影響
下での合理化実施の限界、他国からの「不正競争」批判回避を目的とする補助金の極小化
の必要性、賃金引上・価格差補給金の圧縮・電気料金値上げ等を背景とする基礎物資価格
の上方改定の必要性を考慮した場合の、 350 円レートよりの円高設定の 「貿易産業に与える












                                                  
49  以下、 『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 25 巻、73～80 頁。 
50  経済安定本部物価局「為替作業  試算(1)」 、1949 年 1 月 5 日、 『経済安定本部  戦後経
済政策資料』第 25 巻、64～72 頁。 
 20当初のレートを試算したといえよう。しかし、2 月 1 日付け文書「R作業資料」になると、
「輸出面だけから一本レートで仕切つた場合の補助金必要額を試算」したことに見られる
ように、輸出を重視したレート算定を行うようになる。そこでは51、1＄＝300、330、350
円で試算が行われ、 350 円レートの場合、 全輸出品の補助金との差益が＋になるとの結論が
導出された。もっとも、本試算では「輸出補助金は商品の輸出順位、不採算の吸収可能性
等を吟味せず、機械的に、現行PRが一本レートより円安のものについで、現行PRまで全額








1949 年に入り米国側が単一為替レートの設定実現を急ぐ中で、大蔵省も 1＄＝330 円レー
トを提起するようになるが、 本レートの設定にあたり53、 大蔵省は為替差益 （＝補助金削減）
の観点を重視していた。以上、商工省・経済安定本部と同様に、積極的な産業再編成は構
想せず、補助金削減を中心に、単一為替レート設定には受動的に対応した。 







                                                  
51  この点は、伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの決定」 、339～340 頁でも指摘され
ている。 
52  大蔵省 「単一レート設定の問題」 、 1948 年 10 月 27 日、 『昭和財政史  終戦から講和まで』
第 15 巻、385～392 頁。 
53  伊藤「外貨・為替管理と単一為替レートの設定」 、342～343 頁。 





























                                                  
55  以上の単一為替レート設定前後の制度変化については、伊藤「外貨・為替管理と単一為
替レートの設定」 、346～368 頁。 
 22少している。また、一時借入金も 0 の月が殆どであるほか、国庫余裕金が＋になる月も存
在している。 もっとも56、 1949 年度末にかけて、 輸出の増加に対して輸入のそれが伴わず、
かつ、不況深刻化による滞貨発生・輸入物資売払代金未収ために、12 月末時点一時借入金



















                                                  
56  日本銀行国庫局「本年度貿易特別会計資金不足見込みとその対策」 、1950 年 2 月 28 日；
同「貿易並に外国為替特別会計年度末対策のその後の状況について」 、1950 年 3 月 25 日；
同「昭和二十四年度貿易特別会計年度末収支並に二十五年度見込について」 、1950 年 7 月
17 日、 『日本金融史資料』昭和続編第 13 巻、442～447 頁に所収。 
57  白鳥圭志『復興金融から成長促進型金融制度へ―戦後復興期における長期資金供給制度
の形成過程―』 、 一橋大学大学院商学研究科日本企業研究センター・ワーキング・ペーパー・
2005-4、2005 年 6 月；同「大企業と金融システム」 、鈴木良隆・橋野知子・白鳥圭志『MBA




 23   
(4)単一為替レート設定の国内産業振興へのインパクト 
  最後に、ここまで見てきたような、単一為替レート設定の国内産業振興へのインパクト
を、経済安定本部「経済復興計画委員会報告書」 （1949 年 5 月 30 日）58、日本銀行営業局
「機械貿易調査」 （1949 年 7 月 24 日）59、ならびに対日講和成立以後の経済安定本部資料
により検討する。 




















                                                  
58  有沢広巳監修・中村隆英編集『資料・戦後日本の経済復興』第 3 巻、東京大学出版会、
1990 年、所収、255～340 頁。 
59  『日本金融史資料』昭和続編第 13 巻、46～49 頁、所収。 
60  『資料・戦後日本の経済復興』 、281 頁。 














次に、 後者では、 まず、 1948 年中の輸出総額 520 億円と、 それが綿織物 110 億円 （21％） 、
生糸 82 億円（15％） 、絹織物 37 億円（7％） 、石炭 28 億円（5％） 、陶磁器 26 億円（5％） 、





児であったが、 三六〇円レートでは動きがとれなくなった」 ことを指摘する。 その上で、 「機
械貿易の将来は決して楽観出来ない。しかも万難を排してもこれを振興する以外生きる道
はない」とする。表５には 49 年 1 月から 6 月 20 日までの日本銀行本店における貿易手形
スタンプ押捺手形に関する成約額を示したが、これによれば「比島向貨物船」 、 「シヤムそ
                                                  
62  『資料・戦後日本の経済復興』 、307 頁。 
63  『資料・戦後日本の経済政策構想』 、317 頁。 
64  なお、日本レイヨン『有価証券報告書  昭和 24 年 9 月決算』には、 「昭和 24 年 2 月 1






































                                                  
65  『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 25 巻、825 頁。 
66  経済安定本部「経団連の『当面の貿易政策に関する緊急要望意見』に対する意見」 、 『経
済安定本部  戦後経済政策資料』第 25 巻、834 頁。 



























―中略― 「重工業部門の比重増大が顕著に現れ」 ていた70。 また、 経済審議庁が作成した 「今
                                                  
68  同史料は『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 27 巻、17～26 頁。なお、重化学工業
化促進に関する文書は、同資料集所収の安本文書を参照せよ。 
69  「輸出対策試案」 、54 年 3 月 21 日、調査部大来調査官執筆、 『経済安定本部  戦後経済
政策資料』第 27 巻、113～123 頁。 
70  経済計画室貿易班「経済復興計画、自立経済と実績との比較検討」 、1952 年 2 月 26 日、

























                                                                                                                                                  
同 4 月 5 日一部修正、 『経済安定本部  戦後経済政策資料』第 27 巻、576 頁。 
71  経済審議庁「各省主要経済施策の要目」 、1952 年 8 月 29 日、 『経済安定本部  戦後経済
政策資料』第 27 巻、711～750 頁。なお、同史料冒頭には 7 月中旬に作成されたこと、 「審
議庁の総合的且つ基本的な政策立案にあたつて素材として審議に資せんとするものであ
る」 （711 頁）とあり、 「要綱」の作成にあたり収集した情報を記載したと判断される。 





























                                                  


















                                                  
74  小湊「第 5 次計画造船」 。 
75 T. Okazaki and T. Korenaga The Foreign Exchange Allocation Policy in Postwar Japa 
n : Its Institutional Framework and Function T. Ito and A Krueger (eds.) Changes in Ex- 
change Rates in Rapidly Developing Countries The Chicago University Press 1999． 
76  なお、 1950 年代における物価水準や金利水準の国際水準への鞘当を通じた国際競争力強
化論も、本レートを前提としていた（さしあたり、白鳥圭志『1950 年代における大蔵省の
金融機関行政と金融検査』 、一橋大学大学院商学研究科日本企業研究センター・ワーキン
グ・ペーパー、No.25、2006 年 4 月を参照） 。 





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































47年3月末 47年度 47年度 48年度
迄累計 上半期 下半期 下半期
収入 2,639 5,259 36,726 76,613
支出 3,961 9,663 37,565 79,798
差引収支
出処：日本銀行調査局「貿易資金の収支状況に就いて







摘要 (1)(A） (1)(B） (2)(A） (2)(B）
300円の場合 1,367 2,113 1,354 1,861






           表4 貿易特別会計の収支状況 （単位：億円）
摘要 1949年4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
収入 136 175 213 149 202 237 244 182
輸入物資補給金 0 0 0 0 16 34 16 15
公団貸付金償還 4 27 13 17 25 19 25 23
一般会計受入 100 50 50 0 21 79 50 50
支出 242 209 210 210 229 226 243 226
公団貸付金 75 37 11 19 23 14 17 16
借入金償還 0 0 0 0 25 0 35 39
差引 106 -34 30 -61 -27 11 1 -44
一時借入金 150 0 0 0 0 0 30 0
国庫余裕金 0 0 0 62 17 0 -30 14
出処：日本銀行「戦後の貿易方式及び貿易会計について」、
『日本金融史資料』昭和続編第13巻、所収、439～440頁。  
 
　表5　　成約額/日銀本店貿手スタンプ押捺額
摘要 金額 構成比
比島向貨物船 1,357 21.35%
シヤムその他の車両 1,480 23.29%
印度向その他紡織機 898 14.13%
捕鯨船 308 4.85%
米国向ミシン 241 3.79%
その他 2,072 32.60%
合計 6,356 100.00%
出処：日銀「機械貿易調査」により作成。
1)単位は万円。
2）その他は光学機械、ディーゼルエンジン、
電話、ポンプ、自転車、扇風機、タービン等。  
 32